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平成３０年度年頭所感

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸東部青果卸売協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　後藤博行

新年明けましておめでとうございます。

年頭にあたり謹んで新春のお喜びを申し上げますと共に、平素のご厚情に対し心から厚くお礼申し上げます。

皆様が既にご存知のとおり、わが国の経済は、２０１７年を振り返ると、輸出増加基調にある中で、設備投資が企業収益や業況感の改善により緩やかに増加するとともに、個人消費は、雇用・所得環境の着実な改善を背景に、底堅さを増してきております。このような情勢は、金融緩和政策や積極的な財政支出に支えられて今後も継続するものと想定され、緩やかに拡大しておりますが、一方で、賃金上昇が非正規雇用中心であることや将来不安からデフレマインドの脱却には至らず、企業サイドも値上げに慎重な姿勢を継続しており、エネルギー価格を除く消費者物価は弱め動きとなりました。世界経済は、ファンダメンタルズに反して、北朝鮮をはじめとする地学的リスクも、米国トランプ政権を筆頭とする政治リスクも、引き続き暗雲は払拭できない状況にあります。
一方、衆院選は与党の勝利となり、憲法改正議論が本格化するほか、経済政策については自民党が掲げた選挙公約が実施されることになります。補正予算案が本年１月からの通常国会に提出される見通しであり、歳出規模は数兆円とも言われ、２０１８年度の成長率を押し上げることとなりますが、一方で、財政再建は後退し、将来の市場混乱リスクは高まります。
また、流通業界におきましては、築地市場移転問題で、豊洲市場の開場が本年の１０月に確定いたしました。近年、生鮮食料品等のチャネルは、卸売市場を経由する流通のみならず、産地と実需者の直接取引やインターネットを利用した直販、産地直売所による販売など多元化しています。しかしながら、農林水産省のデータによりますと、国産青果物については、平成１９年度以降、卸売市場経由率の低下はほとんどみられず、平成２５年度においても８６％を占めています。このように、卸売市場は生鮮食料品等の流通におきまして、依然として重要な役割を担っています。
現在の卸売市場制度は、「生産者のベクトルと消費者のベクトルを調整してバランス及びリスクを負担できる機能」であります。

昨年７月には、新冷蔵庫・新加工場が完成し、全天候型のコールドチェーンシステムが稼働いたしました。第10次卸売市場整備基本方針では、まずは他の卸売市場との連携や統合によって中央卸売市場としての機能強化につながる再編措置を検討するとあり、神戸本場と当市場の置かれた環境を優先し、この関係を有効活用し、市場の将来を見据え、相互取引をしていくことが、重要であります。

弊組合と致しましては、変化し続ける物流構造に対応できる仲卸として、組合員が協力して組合の機能を発揮しながら「現在の卸売市場制度の必要性」に向けて邁進していく所存です。　また、今後も組合員、関係者の皆様方と共に、多くの顧客の皆様方の安全・安心であり続けたいと思っています。最後になりましたが、皆様方の益々のご健康とご繁栄を祈念し新年のご挨拶とさせていただきます。
